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チップ：技術的優位性をめぐる戦い 

 

作成者：Ritter Diaz、ビジネスコンサルタント 

東京、2023 年 4 月 20 日 

 

冷戦時代（1947-1991）、米国と旧ソビエト連邦は、イデオロギー、経済、政治的優位性だけでな

く、彼らの影響力と権力を世界中に広めるために技術的優位性を競い合っていました。どちらの

社会経済システムが優れているか、どちらの国が技術開発の最先端を走っているかを世界にアピ

ールすることが彼らの狙いでした。 

 

その時、軍備競争と並行して行われていたのが、宇宙開発競争であったことは間違いありませ

ん。1961 年にソ連が人類初の宇宙飛行を達成し、1969 年にはアメリカが人類初の月面着陸とい

う偉業を成し遂げました。この 2 つの超大国の対立は 1991 年のソ連崩壊まで続きましたが、最終

的には、国際組織における覇権は米国が握ることとなりました。 

 

覇権争いが目的だったとは言え、米ソの宇宙開発競争は、ロケット、衛星通信、ロボット、コン

ピューティング、物質科学、地球観測、医学など、さまざまな新技術の開発を加速させたと言え

ます。 

 

特にコンピューター技術は、1971 年、インテルのマイクロプロセッサ 4004 の登場によって大き

な転換期を迎えました。1 ペニー硬貨より小さな面積に 2,300 個のトランジスタを搭載したこの画

期的なチップは、電算用のマイクロプロセッサとして初めて実用化されたものです。これによ

り、パソコン、タブレット端末、iPhone などのスマートフォン、クラウドコンピューティング、

人工知能（AI）などが登場し、コンピューターチップの時代が到来しました。 

 

それから 50 年後の 2021 年、米国のセレブラス社が発表した「ウェハスケールエンジン 2（WSE-

2）」は、現在設計されている単一のコンピューターチップとしては最も高性能なもので、iPad と

ほぼ同じ大きさの面積に、2.6 兆個のトランジスタが埋め込まれています。台湾積体電路製造公司

（TSMC）が製造するこの WSE-2 は、機械学習、深層学習、ニューラルネットワークのトレーニ

ングに膨大な計算能力を必要とする AI アプリケーション向けに特別に設計されています。 

 

自動化が進み、AI アプリケーションが普及する時代を迎え、半導体産業（チップの設計、製造、

組み立て、製造装置などを含む）は、米中間の技術競争の中心舞台として浮上してきました。な

ぜなら半導体産業は、コンピューターやスマートフォンから、高度なミサイルシステムや戦闘機

まで、ほとんどすべての電子機器や機械に不可欠な部品であるチップの製造に重要な役割を担っ

ているからです。 

 

このように、半導体産業が極めて重要であることから、地政学上のライバルである両国の国家安
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全保障に関わる問題に発展しています。過去起きた米ソの宇宙開発競争と同様に、米国と中国が

世界各国に対して、彼らの権力と影響力を誇示するための主要分野となっています。 

 

ご存知のようにチップは、トランジスタ、コンデンサ、抵抗などの機能をもった素子を含む半導

体材料から成る、小さく平らな部品です。これらはシリコンウェーハ上に印刷され、相互に接続

されて集積回路(IC)を形成し、特定の機能を発揮します。コンピューターデバイスの頭脳となる

もので、最も知られているカテゴリーは以下の通りです：  

 

1） CPU（中央処理装置 Central Processing Unit）チップ 

⇒演算、論理、メモリー機能を担当する。 

2） GPU（Graphic Processing Unit）チップ 

⇒画像処理に特化。画像、動画、アニメーションなどの視覚表示機能を担う。 

3） NPU（Neural Processing Unit）チップ 

⇒ChatGPT のような人工知能アプリケーションのために特別に設計されたチップで、 

人間が発する質問に対してより精巧な応答を提供するように設計された大規模言語 

モデル。次世代のロボットや、いわゆる IoT（Internet of Things）を実現するための 

ソフトウェアを、より自律的で高度なものへと発展させる為に鍵となるもの。 

 

米国と中国以外にも、世界の半導体産業で重要な役割を果たしている国や地域があります。韓

国、台湾、日本、そしてドイツ、デンマーク、スイス、イギリスなどのヨーロッパ諸国は、いず

れも世界の半導体サプライチェーンで強い存在感を示しています。その中でも、米国企業が歴史

的に半導体の設計と製造において最前線を走ってきたことを強調させていただきます。 

 

しかし、1980 年代半ばには、日本企業が米国企業を抜いて半導体産業の主力なプレーヤーとして

台頭してきました。この半導体市場の優位性の変化は、日米政府間の摩擦に発展しました。米国

は、日本企業によるダンピング(不当廉売)や不公正な貿易方法が、米国製品の市場へのアクセス

を制限し、円安操作によって日本製品が世界市場で安く取引されていると訴えました。 

 

その結果、1985 年にアメリカ、日本、ドイツ、フランス、イギリスがプラザ合意に至ったので

す。この協定は、日本円を含む主要通貨に対しドル安にさせることを目的としていました。さら

に日米は半導体貿易協定を締結し、米国による日本の半導体市場へのアクセスを増加させ、日本

製品の米国への輸出を抑制することで、日本に有利だった貿易体制に待ったをかけました。 

 

これらの金融・貿易協定の結果、日本製品はコスト高になり、米国製半導体は世界市場で地歩を

固めることになりました。円高に加え、韓国や台湾などの安価な半導体メーカーの台頭、半導体

分野の技術革新への日本の対応の遅れが、日本の半導体産業を衰退させました。事実、1988 年に

は 50％を超えていた日本の世界シェアは、現在では 10％以下にまで落ち込んでいます。 

 



3 

2001 年に中国が世界貿易機関（WTO）に加盟すると、中国経済は世界貿易システムへの統合を

開始しました。この動きにより中国は、共産主義的な特徴は残っているものの、市場原理が採用

され、WTO 加盟国との貿易や投資が活発化しました。この経済統合により、中国は外国市場への

参入、外国投資、合弁事業を獲得し、半導体産業をはじめとする様々な経済分野での技術や専門

知識の受け入れを促進させました。 

 

したがって、中国の半導体企業の多くが中国の WTO 加盟後に勢いを増したのは、決して偶然で

はないのです。今日、私たちは、中芯国際集成電路製造有限公司（SMIC：Semiconductor 

Manufacturing International Corp）、海思半导体有限公司（HiSilicon Technology Co., Ltd）、长江

存储科技有限责任公司（YMTC：Yangtze Memory Technologies Co.）、華虹半導体 

(Hua Hong Semiconductor Limited)、紫光展鋭(UNISOC, Tsinghua Unigroup）など、中国の有力

企業が世界の半導体市場で急速に進歩し、20 年以上にわたって重要なプレーヤーとしての地位を

保持していることを目の当たりにしています。 

 

半導体産業だけでなく、他の技術分野においても中国が「巻き返し」を起こせたのは、中国共産

党（CCP）の監視下で持続的な支援が行われてきたことによるのは間違いありません。この中国

共産党主導の支援は、2015 年に中国が「Made in China 2025」発展計画を導入したことでより明

確になりました。この計画は、人工知能を含む経済戦略的な 10 の分野において、技術的優位性と

自立性を獲得することを目的としています。 

 

1980 年代半ば、日本は半導体分野における米国の覇権に対する脅威でしたが、それはルールに基

づく国際秩序、民主的な政治体制、国内外の規制の下での開かれた市場経済といった、似たよう

な価値観を共有する二国間による経済・商業競争でした。 

 

しかし、半導体産業における中国の台頭は、経済的・商業的な競争という領域を超えています。

米国にとって中国は、イデオロギー的に見ると実存的な脅威と言え、それは中国の国家統制的な

技術資本主義と、米国主導の自由市場システムとの間で起きている争いに見てとれます。くわえ

て、中国の経済力と技術力の向上によってさらにその脅威は増し、冷戦時代のソ連がもたらした

挑戦と同様に、米国の国家安全保障に大きな影響を及ぼしています。一言で言えば、中国は米国

の戦略的ライバルとなったのです。 

 

この中国の脅威は、トランプ政権（2016 年～2020 年）が米中関係をそれまでの関与・協力体制

から対立へと転換させるきっかけとなりました。こうして 2018 年、米国は 1980 年代半ばに日本

に対して主張していた疑惑と同様に、不公正な貿易慣行を中国が行っているとして、さまざまな

中国製品に関税を課しました。2019 年、トランプ政権は、ファーウェイが中国軍とつながってい

る疑いがあるとして、国家安全保障上の懸念を理由に、米国企業が中国の通信大手、ファーウェ

イ・テクノロジーと取引することを禁じました。2020 年には、中国のトップチップメーカーであ

る中芯国際集成電路製造有限公司（SMIC：Semiconductor Manufacturing International Corp）が
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米国エンティティリストに掲載され、同じく国家安全保障上の理由で米国の半導体企業との取引

が禁止されました。 

 

バイデン政権は、トランプ大統領の対中強硬通商政策を堅持するだけでなく、輸出制限をさらに

拡大し、今日時点で 36 の中国半導体企業・団体がこの対象となっています。この輸出規制は、最

先端ノード半導体、半導体製造装置、高度な計算能力、スーパーコンピューターの中国における

開発を制限しようとするものです。さらに、米国人が中国企業に提供する半導体の専門知識やコ

ンサルティングサービスも制限されています。中国に輸出したり、米国の技術を使って中国で先

端半導体を製造したりする外国企業も、これらの制限の対象となります。 

 

米国のアラン・エステベス商務次官（産業・安全保障担当）によると、新たな輸出規制は「軍事

用途の機密情報が、中華人民共和国の軍事、情報、セキュリティサービスによって不正に入手さ

れることを防ぐ」ためのものと言われています。 

 

さらに 2022 年 8 月、バイデン政権は、米国の半導体製造、サプライチェーン、国家安全保障の強

化に加え、研究開発や人材育成に投資する目的で、500 億米ドル以上の補助金を投じる法案

「CHIPS and Science Act of 2022」に署名しました。この法案は、中国が半導体を含む主要技術

分野のグローバルリーダーになることを目的とした開発計画「Made in China 2025」に対抗する

米国政府の産業政策と言えます。 

 

さらに米国は 2022 年 3 月、安定的で強靭な半導体サプライチェーンを構築し、中国の半導体産業

の台頭に対抗することを目的に、世界の主要半導体メーカーである台湾、韓国、日本を含む 4 か

国による「半導体アライアンス(Chip-4 Alliance)」を設立する案を打ち出しました。今年 2 月に

は、COVID-19 のパンデミックによる世界的なチップ不足を受け、半導体アライアンス参加国の

高官が初のワーキンググループ会合を開き、半導体サプライチェーンの強化策を協議しました。 

 

一方で韓国、日本、台湾にとっては、中国が半導体製品の重要な市場であることから、米国の対

中半導体輸出規制によって困難な状況に直面し、解決策を見出さなければならない状態にありま

す。米国は、これらの国々に対してケースバイケースのアプローチを行っており、中国への一時

的な輸出許可を与えています。しかし、中国企業が 14 ナノメートル以下の先端半導体を製造でき

るようにするための米国製部品を含む半導体製造装置の販売は、国家安全保障上の懸念から制限

されています。人工知能の進歩は 14 ナノメートル以下のチップに大きく依存しており、現在、台

湾の TSMC、韓国のサムスン、米国のインテルが 3 ナノメートルのチップを製造しています。 

 

さらに、半導体製造装置や材料で世界のトッププレーヤーである日本とオランダが行っている半

導体の輸出制限については、特定の国を名指しこそしていないものの、両国ともに米国政府から

先端半導体技術の主要部品の中国への輸出を制限するように促されていることは周知の事実で

す。 
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間違いなく米国の半導体輸出規制は、中国による技術的優位性の獲得への動きを一時的に鈍らせ

ましたが、同時に、中国が半導体の国内設計・製造を加速させ、外国のチップメーカーへの依存

度を下げるきっかけとなっていることも事実です。中国はすでに 14 ナノメートルのチップを生産

し、7 ナノメートルのチップの生産ももう間もなく実現できる段階に到達していることは注目に値

します。専門家の中には、中国が最先端の半導体エコシステムを構築するのに 5～10 年たらずだ

と主張する人もいます。 

 

実際、米国の制裁に直面した中国は、半導体産業の自給自足を目指して再編成を開始しました。

しかしながら、自立した製造体制の完成には時間がかかるため、欧米製の旧式の半導体を利用し

つつ、独自の半導体エコシステムを構築することが国家的使命となっています。この点、中国の

習近平国家主席の経済顧問である劉鶴氏は最近、業界トップに対して、半導体産業へのアプロー

チは国家権力と市場権力の両方を集結した「国家全体」の取り組みでなければならないと宣言し

た。 

 

したがって、中国の最も影響力のあるハイテク企業の一つであるファーウェイ・テクノロジー

が、米国の制裁で大きな打撃を受けた後、国内サプライチェーンの構築に向けた取り組みを静か

に始めていることは驚きに値しません。米国の先端半導体の供給が途絶えたため、ファーウェイ

は国内のサプライヤーに目を向け、自らチップ生産にも取り組んでいます。輸出規制の前に、フ

ァーウェイはすでに 5G ネットワークにおける世界のトッププレーヤーとして位置づけられ、ア

ップルやサムスンといった世界的なハイテク大手とも競い合ってきました。 

 

さらに、米国の輸出規制を受けて、中国サイバー空間管理局は最近、「重要な情報インフラのサプ

ライチェーンのセキュリティを守る」「疑わしい製品によるサイバー空間のセキュリティリスクを

防ぐ」必要があるとして、米国の半導体企業マイクロン・テクノロジーに対するサイバーセキュ

リティ審査を開始しました。マイクロン・テクノロジーは米国最大のメモリーチップメーカーで

あり、中国の同社に対するアクションは、中国の半導体市場に大きく依存している韓国、台湾、

日本、オランダなど、半導体グローバルサプライチェーンの主要プレーヤーへの警告だと考えら

れます。 

 

私は、冷戦 2.0 はすでにサイバースペース（仮想空間）上で始まっていると考えています。米中

間の技術的対立は、中国のロシアとの戦略的友好関係によってさらに悪化し、その結果、これま

でグローバル化されてきた技術面、政治面での分離や分断を引き起こし、21 世紀の国際システム

の構造に重大な影響が及んでいます。 

 

 

 

訳：ディアス畑田 紋奈 
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